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筆数 581 63 65 21 12 742
面積（ha） 109.7 13.2 12.0 3.3 1.6 139.9
割合（筆数） 78.3
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注： 対象集落＝中曽根1-2、下曽根、新田1・2・3・4・、川尻1・2、橋ノ本
2〜3ha 3〜5ha 5〜10ha 10〜20ha 20〜30ha
出所：農林水産省「2010年農林業センサス」より作成。
５．おわりに
　北九州市は2011年に国から国家戦略プロジェクトである環境未来都市に選定
され、今後見込まれる超高齢化・少子化・人口減少への対応として、多くの取
り組みが計画・実施されている。曽根干潟はこのプロジェクトにおいても自然
環境の保全として位置づけられており、直接的な都市開発が進展していなかっ
た都市周辺部は今や「都市と自然の共生」を具体化する地域として、政策的に
も「保全」が前面に出てきている。しかし、その一方で、自動車産業の集積を
はじめ、拠点開発のための交通網整備も求められており、都市周辺部はそうし
た「開発」の対象地としての期待を根強く抱えている。「開発政策からの疎外」
（＝開発政策の第一面）によって、政令指定都市の中でも自然環境が保全され
てきたといえるものの、「開発政策の隣接地への集中」（＝開発政策の第二面）
の影響もあり、次第に開発用地としての期待が高まってきた。こうした周辺部
九州国際大学経営経済論集　第22巻第１号 （2015年10月）
―　　―53
に対する直接／間接的な開発政策は地域の土地所有に対して大きな影響を与え
てきた。つまり、たとえ、直接的な開発政策が実施されてこなかったにして
も、これまでの長期間にわたる開発優先の政策展開のもとでは、土地所有者は
売却益の獲得を目的とした土地保有を当然のように期待し、それに向けた意思
決定を優先させてしまうわけである。こうした土地所有者に対する行動規定
が、調査地域の農地に対して代替地需要を高めるとともに、当該地域への開発
計画が具体化すれば、農業生産の低迷もあいまって、農地所有権の放出を積極
化させてきたのである。このような農地所有者の行動が、地域農業の担い手と
して、地域の農地を管理するために耕作面積を拡大しようと努力している農家
を生み出したのであり、農地の集積も進みつつある。いわば、図らずも大規模
化農家の出現が実現しているのである。
　だが、同様に、当該地域では図らずも農業生産における用排水管理が曽根干
潟への水循環や養分・土砂の供給を支え、干潟の保全にも貢献してきたことも
あり、都市周辺部における「農業の環境保全機能への期待」（＝保全政策の第
一面）は効果を発揮してきたといえる。しかし、たとえ大規模農家が出現した
としても、彼らが対応できる面積には限界があり、農業政策による補助金がな
ければ採算が合わない状況では、持続的な農業経営も期待しづらい状況にあ
る。そのため、調査地域で耕作をしている農家は、曽根干潟に飛来する渡り鳥
の保護に伴う「環境保全による営農環境への悪影響」（＝保全政策の第二面）
に対して、非常に警戒している。加えて、農地利用者の減少や域外農地所有者
（入作農家）の増大は、農振地域全体の水路管理能力の低下だけでなく、一部
では耕作放棄地のように農地の荒廃化を招かざるを得ない。つまり、「目に見
えない」土地所有の変化から明らかになったように、調査地域では土地管理と
いう点からすれば、潜在的に変化が進行しつつあるわけであり、調査地域と曽
根干潟による自然豊かな一帯は岐路に立たされているといえよう。
　岡田（2006）が指摘するように、都市や農村の地域形成は資本蓄積の態様と
その空間的広がりによって規定されている。この北九州市周辺部の事例から
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は、土地所有が土地利用に影響を与え、それが自然環境ならびに建造環境、さ
らにはその地域の社会関係を変化させていき、現在の地域を形成していると整
理することができる。この地域形成のひとつの主体として自治体の役割が重視
されているが、本論文のように、対象地域が属する自治体のみならず、隣接す
る自治体や都道府県、国といった多くの政策形成主体からの影響を強く受ける
場合もある。そのため、「開発と保全」の政策的二面性のような相反する施策
が地域形成に対して影響を与えるとともに、さらには、「開発政策・保全政策
の二重性」のように、各政策による多面的な影響がひとつの地域に対して重層
的に表れる。土地所有・土地利用の視点を通じて、地域構造の基盤である土地
の動向分析を明らかにすることで、その地域の形成過程や地域の意思決定に影
響を与える要因を析出できるため、地域経済研究におけるこれら土地に対する
分析の必要性が示されたともいえる。現在、「都市と自然の共生」した地域の
形成は全国的にも広く求められている。しかし、「外部」からの政策的意向の
みならず、地域における農家や住民といった「内部」からの地域形成要因を踏
まえたうえで、都市周辺部の土地利用を再検討していく視点が求められるとい
えよう。
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